
派遣結果報告 

 

１. 障がい者雇用の現状と対応策についての調査 

⑴ 鹿児島県庁 鹿児島県教育委員会 

① 日時 令和元年 12 月１６日（月） 15：00～16：00 

 

      

 

② 内容 

㋐鹿児島県内の公立学校数、生徒数及び教員数 

小学校    502 校、児童生徒数 89,169 人、本務教員数 7,209 人 

中学校    214 校、      42,417 人、      3,859 人 

義務教育学校  3 校、        641 人、        75 人 

高等学校   68 校、       31,442 人、       2,916 人 

特別支援学校 16 校、       2,313 人、      1,247 人 

合計  803 校、児童生徒数 165,982 人、本務教員数  15,306 人 

 

㋑鹿児島県教育委員会の障がい者雇用率の推移（法定雇用率） 

H22  1.50％（2.00）   H27  2.22％（2.20） 

H23  1.45％（2.00）   H28  2.26％（2.20） 

H24  1.61％（2.00）   H29  2.28％（2.20） 

H25  1.88％（2.20）   H30  2.47％（2.40） 

H26  2.10％（2.20） 

 

㋒障がい種別の雇用数及び雇用形態 

主に身体障がい者 



㋓障がい者雇用促進のための取り組み 

・平成 23 年度 

a.障がい者特別選考の申請要件を改め、県外居住者へ受験資格を拡大 

ｂ. 障がい者特別選考採用職種の拡大。教諭、養護教諭、栄養教諭、実習助手 

ｃ.障がい者雇用促進プロジェクトチーム（PT）を教職員課から教育委員会全体へ拡大設置 

ｄ.障がい者である教職員の状況調査の改善 

現職教職員の障がい者のより正確な状況把握のため、H25 年度からは、障がいのある教職員が申告しやすい

環境にするために、原則として全教職員から申告書を受領することとした。 

 

   ・平成 24 年度 

a. 教員等選考試験の障がい者特別選考の見直し 

１次試験の教職教養（教諭、養護教諭、栄養教諭）または、一般教養（実習助手）の試験を免除 

b. 県立高校に校務補助員を配置 

県立高校の一般用務員に代えて、非常勤の校務補助員２人を配置し、うち１人を障がい者とした。（H24 年 

度は、１０校で１０人の障がい者を雇用） 

H25: ３７校３７人     H26: ４７校４７人 

H27: ５１校５１人     H28: ５６校５６人 

H29: ５６校５６人     H30: ５８校５８人 

R1:  ５８校５８人 

 

・令和元年度 

a. 障がい者を対象とした県職員採用選考試験の受験資格等の見直し 

従来は身体障がい者に限っていた受験対象者に知的、及び精神障がい者を追加 

「自力により通勤ができ、かつ介護者なしに職務の遂行が可能な者」及び「県内に居住する者」という要件 

を撤廃 

 

㋔過去 5 年間の採用状況 

正規職員 教育職員：   ２名 

正規職員 事務職員：    ５名 

非常勤職員 校務補助員： ５８名 

 

 



㋕校務補助員の雇用の状況 

・ハローワークへ求人票を提出 

・業務内容は、電話・窓口対応、環境整備、文書受付・配布業務、事務補助 

・年次的に県立高等学校の用務員に代えて校務補助員を１校に２人配置し、うち１人は障がい者を雇用 

・１年間の非常勤職員、２０日/月、６時間３０分/日勤務、日額支給 

・配置先は県立高校 

・過去５年間の採用者数 ５８人 

 

③ 成果 

青森県教育委員会も長年にわたり、法定雇用率を順守することができず、現在では、法定雇用率を守るための計

画すら示されていない状況です。１、２年で急に順守できるとは考えていませんが、道程を県民に示す必要があり

ます。 

そこで、鹿児島県教育委員会の取り組みを参考に、青森県の現状にあった年次計画を策定すベく、次の提案をい

たします。 

１. 青森県教育委員会に障がい者雇用の特別プロジェクトチーム（PT）を作る 

２. PT による「青森県教育委員会障がい者雇用５年計画」を策定 

３. 青森県知事部局への協力要請 

４. 特に、県立高校への非常勤職員、校務補助員の配置を検討する 

 

 

⑵ 山口県庁 山口県教育委員会 

① 日時 令和元年 12 月１7 日（火） 13：00～14：00      

② 内容 

㋐障がい者雇用の経緯 

H29： 雇用率 2.21％ （教員等 1.40％、職員 7.21％） 

H30：    2.35％ （教員等 1.47％、職員 7.45％） 

R1 ：    2.13％ （教員等 1.33％、職員 7.32％） 

 

㋑障がい者数 

129 名（重度換算後 188 名） （正規職員 113 名、 正規職員以外 16 名） 

 

 



㋒障がい区分 

主に身体障がい者 

 

㋓今後に向けた具体的取り組み 

・県立高校の非常勤職員枠の不足分の解消（（教員等 1.4％、職員 7.21％）現在、12 校中 8 校で雇用）  

・事務局の非常勤枠の不足分の解消（現在、8 名の枠に対して 7 名雇用） 

・県立高校非常勤枠の拡大や障がい者手帳所持者の申請増加 

県立高校非常勤枠（既存の枠を埋める） 4 名 

きらめきワークセンター（既存の枠を埋める） 1 名 

県立学校事務（正規採用） 1 名 

小・中学校事務（正規採用） 1 名 

新規の県立高校非常勤枠拡大（R1 調査で 10 名程度新規申請） 16 名 

 

㋔今後の障がい者雇用計画案（R2）  

雇用算定基礎職員数     ： 8,685 名 

障がい者数   ：  208 名 

障がい者雇用率      ：  2.40％ 

 

㋕きらめきワークセンター 

   

・県における障がい者雇用を推進するため、教育庁教育政策課内（山口県庁 13 階）にきらめきワークセンター 

を設置（H23 年 4 月 1 日～） 

・山口県では、山口県内の障がい者の雇用の促進を図るため、知的障がい者、精神障がい者及び発達障がい者 

を対象とした非常勤職員を募集し､きらめきワークセンターで支援職員の支援のもと､業務に従事してもらう  

 ・職員 7 名 支援職員 2 名 

  月 17 日勤務 8 時 30 分から 17 時 15 分までの勤務で、月給制 

  任用期間は 1 年間 

 



 ・仕事の内容（事務補助） 

文書の分別、シュレッダー、書類の発送準備、リーフレットの修正 

文書の集配（てい送業務） 

データ入力、会場準備・受付 

  ・受験資格 

   ・過去 3 年間にきらめきワークセンターで任用された経験のない者 

   ・きらめきワークセンターで任用終了後も、民間企業等での就労を目指し、継続して働く意欲のある者 

 

③ 成果 

山口県で特筆すべきは、きらめきワークセンターでの知的、精神及び発達障がい者雇用の仕組みを県全体で考え、

支えている点です。支援職員 2 名が 8 名の障がい者の仕事を支え、継続して働く意欲を醸成する環境を作っていま

す。その中でも、業務の切り出しが最大の課題です。継続して障がい者に働いてもらうためにも安定的な継続した

業務内容が必要です。山口県知事部局の全面的な協力により、この問題を解決しています。 

青森県も知事部局と一緒に県教育委員会の障がい者雇用問題を解決することが必要です。山口県のきらめきワー

クセンターを参考に、青森県庁内にも障がい者ワークセンターを、県教育委員会のもとに設置すべきです。 

 

 

⑶ 島根県庁 島根県教育委員会 総務課 人事法令グループ 

① 日時 令和元年 12 月 18 日（水） 10：00～11：00 

  

 

② 内容 

㋐障がい者雇用の推移 

H29 ： 実雇用率  2.28（2.20％）  算定基礎職員数 5、758 人 

H30：   2.48（2.40％）     5、727 人 

R1：   2.52（2.40％）     5、730.5 人 

 

 



㋑障がい者の雇用の状況 

正規職員 76 名（教育職員 63 名、 事務職員 13 名） 

嘱託職員 30 名（教育委員会事務局 6 名、 特別支援学校 24 名） 

 

㋒法定雇用率達成に向けた取り組み：障がい者枠の応募要件の見直し 

・教員・実習助手の採用試験から次の 2 要件を撤廃 

 自力通勤可能な方 

 介助者なしで教員として職務の遂行が可能な方 

・小中学校の事務職員 

 点字による受験を可とした 

 

㋓障がい者就業支援事業 

・事業の 3 つの目的： 障がい者の一般就労の推進 

教育委員会におけるる障がい者雇用の推進 

学校現場における多忙感の解消 

・各特別支援学校の非常勤嘱託職員として雇用し、会社に近い形で勤務しながら、職業能力、職業意識、そして、 

対人技能等を身につける場を提供する 

・教育庁総務課、特別支援学校等にワークセンターを設置し、障がい者を採用 

・人員配置： 「障がい者 3 名 + 支援に当たる嘱託職員 1 名 

・配置所属；16 所属 教育庁総務課 

    教育事務所（1 事務所） 

    埋蔵文化財調査センター 

    図書館 

    特別支援学校（全 12 校） 

・勤務体制 

 原則 130 時間勤務 

 遅刻、早退等、勤務を指定していた日に出勤できない場合は、欠勤処理 

・支援員の仕事内容 

 業務の洗い出し・計画・調整 

 仕事の支援 

 ステップアップに向けた連携 

 



・ 障がい者就業支援事業による雇用期間後の就業先 

 H26 以降、特別支援学校で採用した者のうち、3 年間の期間満了又は途中退職者が 48 名 

 うち、退職後、一般就労したものが約 4 割、福祉就労した者が約 1 割 

 

③ 成果 

島根県教育委員会での障がい者雇用では、特に非常勤嘱託職員を各特別支援学校に配置するという取り組みが行

われている。青森県でも同じような取り組みが行われているが、今後、この仕組みを拡大していくべきです。採用

の仕方など、柔軟な見直しが必要ですが、更なる採用のポテンシャルが考えられます。青森県の地域性を考えなが

ら、採用拡大を目指していきます。 

 

 

 

２. 島根県における山村留学制度「しまね留学」についての調査 

⑴ 島根県庁 島根県教育委員会 教育指導課 

① 日時 令和元年 12 月 18 日（水） 11：00～12：00 

        

② 内容 

㋐現在、生徒数減少のため全国のそして青森県内の公立高校で統廃合が進められております。 

その中で、島根県立島前高校が離島の公立高校として廃校寸前であったにもかかわらず、生徒数の V 字回復を果

たし、全国から注目を集めております。 

今回、島前高校の取り組みの背景に、鳥取県教育委員会がどのように関わり、どのような支援を行ってきたのか

調査しました。 

㋑ 県外生徒募集 

⑴ H14.4.26 島根県教育課程審議会の答申「島根県立高等学校入学者選別方法の改善について」により、県外

からの受験生については、県内出願者に影響がない限り、認めるべきであるとされた。 

⑵ H15 年度入試から離島・中山間地域「横田、島根中央、矢上、津和野、隠岐島前、隠岐」+ 水産高校「浜

田水、隠岐水」の 8 校で積極的な県外募集に取り組んだ。 



⑶ H24 年度入試から上記 8 校に関して、身元引受人による県外生の「4 名制限」を撤廃し、各校で県外生徒数

の上限を定めることとした。 

⑷ H25 年度入試から「飯南」を、H27 年度から「吉賀」を加え、各校で県外生徒数の上限を定めるとした高校

が 10 校となった。 

⑸ H28 年度入試から、原則として身元引受人による県外からの受け入れ制限 4 名を撤廃。 

ただし、松江市内、出雲市内の高校、県西部の地域外入学制限がある高校、並びに分校、定時制高校は、こ

の制限 4 名を維持。 

このことにより、「安来、情報科学、大東、三刀屋、邇摩、江津、江津工業、浜田商業、益田翔陽」の 9 校が

加わり、各校で県外生徒数の上限を定めるとした高校が 19 校となった。 

⑹ 令和 2 年度から県西部の地域外入学制限の撤廃に伴い、「大田、浜田、益田」が県外からの受け入れ制限 4

名の対象校から除外され、各校で県外生徒数の上限を定めるとした高校が 22 校となる。 

⑺ 県による県外の生徒への経済的支援はしていない。地元自治体による寮費補助、帰省時の旅費補助など。 

⑻ 入学選抜に関すること 

・県外の生徒が島根県の学校を受験する理由、志望する生徒の傾向（成績面や生活面など） 

（志望の決め手） 

学校の雰囲気、教育環境、体制、進学実績が良い 

希望の学科がある（水産・農業） 

部活動が魅力 

寮があること、親の勧め、充実した生活が送れそう、自立したかった、地域の人々の温かさ等 

（志願する生徒の状況） 

かつては生徒指導上苦労することもあったらしいが、現在では学習や部活動を目的として都会地から入学し

てくる生徒がほとんど。 

・県外の生徒の保護者代理人に関する事項 

〇保護者が県外に居住している場合には、県内に居住している確かな身元引受人があれば、県内の公立

高校を受験することができる。 

〇身元引受人は原則として志願者の親族である祖父母、おじ、おば等。それ以外の場合は、当該校校長

が身元引受人を認めて出願を許可することができる。 

〇受験者または保護者と身元引受人の関係を示す、民生児童委員の証明（様式自由）または、その他そ

れを証明する資料（様式自由）が必要となる。 

・選抜枠（県外枠）県外からの受験生の選抜に関する配慮事項 

特に配慮を要する事項はないが、寮の収容定員や地元の中学生の進路保障には十分配慮するよう通知

している 



㋒県立高校魅力化プロジェクト 

（1） 策定にあたって 

〇島根県の中学校卒業者 1989 年の約 12600 人から 2018 年の約 6200 人と半減。 

〇国の動きは、高大接続改革実行プラン（高等学校、大学教育、大学入学者選抜の一体的改革）と学習

指導要領の改訂（新しい時代に必要となる資質・能力の育成） 

〇H21 年 2 月に「県立高等学校再編基本計画」では、学科改編や学級数の見直しなどが行われ、1 学年

4 学級以上 8 学級以内を決定（H30 .４全日制課程第１学年の平均は、3.77 学級） 

〇H30 年 3 月に「今後の県立高校の在り方検討委員会」からの提言、「2020 年代の県立高校の将来像に

ついて」を受けた。この提言は、高校教育の特色や魅力を作り出していくのかという、教育の質的な向

上に力点が置かれたものである。 

この提言を受け、2020 年代の県立高校における教育の基本的な方向性と具体的な取り組みを示した

「県立高校魅力化ビジョン」を策定し、向こう 10 年間の方向性と前半 5 年間の具体的な取り組みを示す。  

（2） 策定の方針 

島根県は、これまで地域と連携・協働しながら「教育の魅力化」に取り組んできた。それは、島根県の

子供たち一人一人に、自らの人生と地域や社会の未来を切り拓くために必要となる「生きる力」を育む

ため、学校と地域社会がその目標を共有し、協働を図りながら、島根の教育をより良いものに高めてい

くこと。離島・中山間地域の高校だけでなく、市部も含めたすべての高校が、この考え方を市域社会と

共有するとともに、豊かな自然、歴史・伝統、文化などの地域資源を生かしながら魅力ある高校づくり

を推進する。 

（3） 県立高校魅力化ビジョンの概要 

第1章 生きる力を育む魅力ある高校と地域づくりの推進 

地域に根ざした小さな高校が魅けた大きな教育効果を全県に広げ、全国に誇れる島根らしい魅

力ある高校づくりを進める 

    〇地域協働スクールの実現 

    〇地域資源を活用した特色ある教育課程の構築 

    〇多様な学びの保証 

    〇「学びの成果」の捉え方、示し方の開発と、学校評価の改善 

    〇「しまね留学」の推進 

第2章 生徒自らが選び、学び、夢を叶える高校づくりの推進 

主体的な学習を促し、個性、適正、志向性に応じた多様な学びを生徒一人一人が追及できる、

魅力ある高校づくりを進める 

〇「求める生徒像」の確立と入学者選抜方法の改善 



〇特色ある学科・コースの設置による、主体的な学びの推進 

〇生徒の主体性が発揮される高校づくりの推進 

〇学びのセーフティーネットの構築 

〇インクルーシブ教育システムの推進 

〇ICT を活用した授業改善の推進 

第3章 将来を見通した教育環境の整備 

将来を見通した各高校・指導の在り方の実現に向けた環境整備を推進する 

    〇地域別の高校の在り方 

    〇教員の働き方改革、教員の確保と育成 

（4） 島根県が目指す魅力ある高校づくり 

〇島根県における高校魅力化とは 

生徒一人一人に、自らの人生と地域や社会の未来を切り拓くために必要

となる「生きる力」を育むことを目指した、地域社会との協働による魅力

ある高校づくりのことです。 

〇誰にとっての魅力化なのか 

生徒たちにとっての魅力です。また、その生徒たちの保護者、教職員、

そして生徒や学校を支える地域社会の人々にとっても魅力ある高校づくり

を島根県は目指します。 

〇高校魅力化の目的とは 

生徒一人一人に、自らの人生と地域や社会の未来を切り拓くために必要となる「生きる力」を育むこ

とです。また、それを通して、子供を含む若い世代が、この地域で「学びたい」「生きたい」「子供を育

てたい」と思う、魅力ある地域づくりを推進していく事です。 

〇島根らしい高校魅力化とは 

・豊かな自然、歴史、伝統、文化といった地域それぞれの魅力や教育資源（ひと・もの・こと）を生か

す、地域社会に開かれた高校づくりです。 

・少人数ならではのメリットを生かし、生徒一人一人の魅力や個性を伸ばし、自己実現を支援する、主

体性と多様性を尊重する高校づくりです。 

・温かな人のつながりや勤勉で粘り強い県民性を生かし、生徒も大人も共に学び続ける、対話的・探求

的な高校づくりです。 

〇高校魅力化において大切なこと 

魅力ある高校づくりの具体的な取り組みに、定まった答えはなく、生徒・保護者、教職員、地域住民

等との主体的な対話を通して、各高校・地域の特色に応じて取り組まれていくものです。 



そのため、学校に関わる我々大人たちも自身も、子供たちと地域社会の未来を見据えて、主体的・対

話的に深く学び続ける姿勢であることが重要です。 

 

③ 成果 

今回、青森県立高等学校教育改革推進計画第 2 期実施計画への参考にすべき、様々な考え方を島根県での改革か

ら学ぶことができました。特に、島根県では県立高等学校再編成基本計画が平成 21 年に策定されていましたが、

平成 30 年に、新たに「県立高校魅力化ビジョン」を策定しました。その柱は、合理性だけではなく、島根県の高校

の魅力化を通じて、地域との協働、子供たちの自主的な学びなど、教育の本質的な向上に力点が置かれたものでし

た。 

青森県は、間もなく、青森県立高等学校教育改革推進計画第２期実施計画を策定いたします。第 1 期計画の反省

点も踏まえ、今後の青森県の教育の方向性、そして地域と子供たちの在り方を考え、島根県教育委員会の取り組み

と、島根県立島前高校の挑戦の優れた部分を青森県の未来に生かすことが必要です。一緒に進めて参ります。 


